
現 場 説 明 書 
１ 工 事 名   小田和川管理用通路整備工事               

２ 監 督 員   土木部 河川・傾斜地課 

 

説 明 事 項 

1. 入札等に関する事項について 

(1) この工事の入札又は見積(以下「入札等」という。)は、工事請負契約書又は工事請負請書(以下「契約書等」

という。)、入札公告又は指名競争入札執行通知書及びこの説明書に記載する条件により、横須賀市の契約規

則、契約履行規則及び工事等検査規則（以下「契約規則等」という。)に従って行う。 

(2) 入札等後は、設計書、仕様書及び図面(この説明書及び質問回答書を含む。以下「設計図書」という。)、契約

書等若しくは契約規則等の内容又は工事場所の状況について、不明等を理由として異議の申立てはできないの

で、入札等前に十分究明すること。 

2. 契約の保証について 

契約の保証   要   不要 

契約の保証を付す場合は、落札者は、契約書等の案を提出するとともに、次の各号のいずれかの書類を提示又は

提出すること。ただし、契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、請負代金額の100分の10以上とすること。 

(1) 契約保証金の納付を証する領収書 

(2) 契約保証金に代わる担保としての国債又は地方債等 

(3) 債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、市長が確実と認める金融機関又は公共工事の前払金

保証事業に関する法律(昭和27年法律第184号)第2条第4項に規定する保証事業会社の保証書 

(4) 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証証券 

(5) 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の証券 

3. 前払金について 

前払金    する   しない 

前払金を受けようとする場合は、その旨を申し出ること。 

4. 中間前払金について 

中間前払金   する   しない 

中間前払金を受けようとする場合は、申請手続が必要なので、要件を満たした旨を申し出ること。 

5. 部分払について 

部分払    する(   回以内) しない 

6. 継続事業に係る工事の各会計年度別支払限度額及び前払金について 

(1) 継続事業に係る工事の各会計年度における請負代金額の支払限度額及び前払金の上限割合は、次のとおりであ

る。 

会計年度 
支払限度額 

（請負代金額に対する割合） 
前払金の上限 

初 年 度（   年度）   ％ 支払限度額 ・ 請負代金額 の  ％ 

第 ２ 年 度（   年度）   ％ 支払限度額 ・ 請負代金額 の  ％ 

第 ３ 年 度（   年度）   ％ 支払限度額 ・ 請負代金額の  ％ 

(2) 各会計年度における請負代金額の支払限度額は、請負者決定後工事請負契約書を作成するまでに請負者に通知

する。 

1



 

7. 契約に関する事項について 

(1) 設計図書関係 

ア 土木工事等の場合における工種別等の契約数量は、設計書の数量の内訳書に表示された数量による。 

イ 仮設、工法等工事目的物を完成するために必要な一切の手段については、設計図書に特別の定めがある場合

を除き、請負者の責任において定めること。 

ウ 契約の締結にあたっては、契約書等に設計図書を袋とじし、割印をすること。ただし、図面が大型等の場合

にあっては、別冊とすること。 

(2) 提出書類関係 

ア 請負代金内訳書  要提出(契約締結後7日以内) 

提出不要 

イ 工 程 表  要提出(契約締結後7日以内) 

提出不要 

ウ 着 手 届  着手後5日以内に提出すること。 

エ 現場代理人及び  契約までに現場代理人及び主任技術者等の経歴書も同時に提出すること。 
主任技術者等届 

オ 下請負関係書類  下請負を発注の都度、下記書類の写しを提出すること。 

・施工体制台帳 

・施工体系図 

・再下請負通知書（再下請負の発注がある場合） 

カ 直 営 工 事 届  下請負を発注しない又はその予定がない場合は、遅滞なく提出すること。 

(3) 監督員通知関係 

監督員を2人以上置くこととした場合において、権限を分担させるときは、各監督員の権限の内容を別に通

知する。 

(4) 支給材料、貸与品関係 

ア 支 給 材 料   あり   なし 

イ 貸 与 品   あり   なし 

(5) 条件変更等の関係 

工事の施行に当たり、設計図書と現場の状態とが一致しないこと等の事実を発見したときは、単に事実関係

のみでなく、設計図書の訂正に必要な資料、図面等を添付した書面で通知すること。 

(6) 設計変更等の関係 

必要により工事内容を変更する場合は、原則としてその必要が生じた都度契約変更の手続を行うが、軽微な

ものは監督員の指示により工事内容の変更を行い、これに伴う契約変更の手続は、工期の末に行う。 

(7) 部分引渡し関係 

部分引渡し指定部分   あり   なし 

(8) 火災保険等の関係 

火災保険その他の保険の付保条件 あり   なし 

8. 現場代理人の常駐義務について 

請負代金額が500万円以上の工事について現場代理人は常駐とするが、横須賀市ホームページ ＞ 入札の広場 ＞ 

工事 ＞ 入札制度関連情報＜工事＞ において、重複配置の特例がある場合は兼務することができる。 
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9. コリンズの登録について 

請負者は、受注時又は変更時及びしゅん工時において請負代金額が500万円以上の工事について、工事実績情報

サービス(CORINS)入力システムに基づき、監督員に登録内容の確認を受けた後に、(一財)日本建設情報総合センタ

ーに登録申請しなければならない。 

また、(一財)日本建設情報総合センター発行の「登録内容確認書」が請負者に届いた際には、その写しを直ちに

監督員に提出しなければならない。 

登録申請の期限は、次のとおりとする。 

(1) 受注時登録データの提出期限は、契約締結後10日以内とする。 

(2) しゅん工時登録データの提出期限は、しゅん工後10日以内とする。 

(3) 施工中に受注時登録データの内容に変更があった場合は、変更があった日から 10 日以内に変更データを提出

しなければならない。 

(4) 変更時としゅん工までの間が 10 日間に満たない場合は、監督員の承諾を得て変更時の提出を省略できるもの

とする。 

10. 建設業退職金共済制度への加入について 

(1) 請負者は、建設業退職金共済（以下「建退共」という。）に加入するとともに、その建設業退職金共済制度の

対象となる労働者について証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に証紙を貼り付けること。 

(2) 請負者は、当初請負代金額が500万円以上の場合は、建退共の発注者用掛金収納書を貼った「建設業退職金共

済証紙購入状況報告書」（第1号様式（建退共））、「建設業退職金共済関係提出書」（第2号様式（建退共））、「建

設業退職金共済証紙貼付実績報告書」（第3号様式（建退共））を工事しゅん工時に監督員に提出すること。た

だし、この制度に代わる退職金共済等に加入している場合又は対象労働者がいない場合については、内容を記

載した「確認書」（第4号様式（建退共））を契約締結後１箇月以内に監督員に提出すること。 

なお、当初請負代金額が500万円未満の場合においても本市が証紙購入状況を把握する必要があると認めると

きは、関係資料を提出しなければならない。 

(3) 下請契約を締結する際は、当該下請負者に対してこの制度の趣旨を説明し、掛金相当額を下請代金中に算入す

るか、又は共済証紙の現物交付をすることにより、当該下請負者の建退共加入並びに証紙の購入及び貼付の促

進に努めること。 

(4) 下請負者の規模が小さく、管理事務の処理面で万全でない場合、元請負者は建退共加入手続及び建退共関係事

務の処理について、下請負者からの依頼には積極的に受託するよう努めること。 

(5) 請負者は、工事現場に建設業退職金共済制度適用事業主の工事現場であることを明示する標識を掲示すること。 

(6) 正当な理由がなく建退共に加入せず、又は証紙の購入若しくは貼付が不十分な請負者は工事成績評定において

考慮される事となる。 
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11. 施工計画書の提出について 

(1) 施工計画書の作成 

請負者は、契約後速やかに監督員の指示に従って施工計画書を作成し提出すること。ただし、監督員が別に

指示する場合を除いて、次のいずれかに該当する工事については、提出を要しない。 

ア 当初請負代金額が500万円未満の工事、又は当初工期が60日未満の工事 

イ 契約後、直ちに現場着手を要する等の緊急工事 

ウ 工事内容に基づき、監督員が提出を要しないと判断した工事 

(2) 施工計画書の記載事項等 

施工計画書等記載事項は、横須賀市ホームページ ＞ 入札の広場 ＞ 検査情報に記載（別表）のとおりとす

る。ただし、請負者は、施工計画書の提出を不要とした工事であっても、監督員が必要と指示する書面を速や

かに提出すること。 

(3) 計画工程表の作成 

請負者は、計画工程表の提出にあたって、作業間の関連把握や工事の進捗状況等を把握できる工程管理方法

について、監督員と協議を行うこと。 

(4) 実施工程との比較照査 

請負者は、工事施工中において、問題が発生した場合又は計画工程と実施工程を比較照査し、差異が生じた

場合は速やかに監督員へ報告すること。 

12. ワンデーレスポンスの取り組みについて 

(1) 本市では、請負者からの質問、協議に対して、基本的に「その日のうち」に回答するよう、ワンデーレスポン

スに取組んでいる。 

なお、即日回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを請負者と協議のうえ、回答期限を設けるな

ど、何らかの回答を「その日のうち」にすることとする。 

(2) 発注者が効果・課題等を把握するためアンケート等のフォローアップ調査を実施する場合、請負者は協力する

こと。 

13. 中間及び抜打ち状況調査の実施について 

中間状況調査又は抜打ち状況調査は、検査員が随時行う。この場合、請負者は調査に協力しなければならない。 

14. 下請負者について 

(1) 下請負者を使用する場合には、市内業者を優先的に選定するように配慮すること。 

(2) 下請契約を締結する際は、当該下請負者に対して法定福利費の内訳が明示された国の標準見積書等の提出を

指導するとともに、提出された場合は尊重し、適切な法定福利費を含んだ契約を締結すること。 

15. 一括下請けの禁止について 

請負者は、本工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の工事を

一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

16. 技術的事項について（別紙） 
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特 記 仕 様 書 

 

1 施工管理について 

本工事の施工管理の方法、品質及び出来形の規定値は、平成 28 年 4 月の神奈川県土木工事施

工管理基準によるものとし、監督員の指示に従い施工管理を行うものとする。 

 

2 出来形について 

出来形については、管理図により出来形図表を作成するとともに、設計図に朱色で完成寸法

を入れた資料を提出すること。 

 

3 現場密度の測定について 
  下層路盤、上層路盤及びアスファルト舗装が 300 ㎡未満の工事は、原則として異常が認めら

れた場合のみ、現場密度の測定を行うものとする。 
 

4 法定外の労災保険について 

本工事の現場管理費には、法定外の労災保険の経費を含んでいるので、その写しを提出する

こと。 

 

5 工事写真帳について 

(1) 工事写真用アルバム（32×33.5 ㎝ 緑色）を使用する。 

(2) 工事写真帳が、2 冊以上になる場合には（2 の 1）、（2 の 2）と明記すること。 

また、表紙に、工事名・工事場所・工期・発注者名・施工者名を記入し社印を押印し、背 

表紙をつけること。 

(3) デジタルカメラで撮影した写真をプリントアウトし、工事写真帳に貼り付ける場合は、監

督員の承諾を受けること。また、その場合は電子データ｢CD｣も併せて提出すること。 
(4) 上記提出方法以外で工事写真帳を提出する場合は、監督員の承諾によるものとする。 

 
6 しゅん工図の提出について 

本工事完了後、請負者は、監督員の指示に従い、マルチ tiff 形式ファイル又は Pdf 形式で、

しゅん工図を作成し提出すること。上記 2 形式で提出する場合には下記の(1)から(5)の通りとす

る。 
Tiff 形式の場合 
(1) しゅん工図はスキャナーで読取り、解像度は 400dpi とする。 
Pdf 形式の場合 
(2) CAD 図をイメージデータとし、解像度は 400dpi とする。 
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Tiff・Pdf 形式共通 
(3) 工事 ID（ファイル名）は図面等一枚に１つとし、監督員と協議の上決定する。但し監督員

が認めれば複数の図面等を一枚にすることができる。 
(4) 記録媒体は原則として CD とする。 
(5) 提出するCD-Rのﾚｰﾍﾞﾙ部には工事完成年度、工事名、工事場所、請負社名を明記する。 

また、ｳｨﾙｽ感染の無い事を確認し結果をCD-Rに記載すること。 
提出するデータについては、ウィルスチェックを実施すること。ウィルスチェックは成果

物の納品前に実施する。実施内容については以下に従うものとする。 
ウィルスチェック 
①請負者は､納品すべき最終成果品が完成した時点で､ウィルスチェックを行う。 
②ウィルス対策ソフトは特に指定しないが､できるだけシェアの高いものを利用する。 
③最新のウィルスも検出できるように､ウィルス対策ソフトは常に最新のデータに更新（ア

ップデート）したものを利用する。 
④納品する媒体のラベルに､ウィルスチェックに関する情報として以下を記載する。 
ウィルスチェックに関する情報 
ウィルスソフト名：○○○○ 
ウィルス定義：令和（平成）○年○月○日版 
チェック年月日：令和（平成）○年○月○日 

 
7 別途発注される測量業務について 
(1) 請負者は、本工事施工前に測量業務受託者と契約後速やかに打ち合わせを行い、請負者が

責任をもって測量の工程が記入された実施工程表を作成すること。 
(2) 請負者は、工事に伴い境界標等の移設（撤去）が生じた場合は引照杭を設け、測量業務受

託者の確認を受けること。 
(3) 測量業務受託者の行う境界標などの移設及び復元に際しては、原則として現場代理人が立

ち会って確認すること。 
 
8 熱帯材使用型枠の削減について 

本目的は、地球環境保全の観点から、従前使用されていた熱帯材を原料とするコンクリ－ト

型枠用合板（熱帯材 100％のもの）を代替型枠材料（鋼製型枠、針葉樹型枠、複合型枠等）へ

転換することにより、熱帯材使用型枠の使用料を削減し、熱帯材の保全に寄与することを目的

とする。 
(1) 従前使用されていた熱帯材を原料とするコンクリート型枠用合板（熱帯材 100％のもの）

は使用しないものとする。請負者は、これに替わる代替型枠の選択にあたっては、地球環境

保全に配慮するとともに、その工事の作業条件等により、請負者の責任と費用負担により選

択するものとし、代替型枠について、施工計画書に記載するものとする。 
なお、工事完了後には、その使用実績を監督員に報告しなければならない。 
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(2) コンクリート型枠用合板（針葉樹型枠、複合型枠）を使用する場合は、塗装されたものを

極力使用し、その型枠の転用の増加を図るものとする。また、最終的な型枠材料の処理とし

ては、できるだけ再利用等を図るなどして、資源のムダ使いを無くすよう努めるものとする。 
 

9 交通誘導警備員について 
一般交通の支障となる箇所には、交通誘導警備員を配置し、交通安全に努めなければならな

い。（別添｢施工条件明示書｣4．安全対策関係 18．交通誘導警備員、警戒船等の保安設備、保

安要員の配置を参照のこと。） 
なお、現場の実状、施工方法及び地元や交通管理者との協議等により、交通誘導警備員の配

置に変更が生じた場合には、別途協議するものとする。 
 
10 建設発生土の搬出先への情報提供について 

請負者は、本工事から他の市町村へ 100    ３ｍ以上の建設発生土を搬出する場合は、｢建設発生土

搬出のお知らせ｣により搬出前に搬出先市町村の建設発生土担当窓口あてに建設発生土に関す

る下記の情報を郵送・FAX 等で提出しなければならない。 
なお、情報提供後、速やかにその写しを監督員に提出しなければならない。 

(1) 工事件名、工事概要、工事場所 
(2) 工事発注機関名、工事発注機関監督職員名、連絡先 
(3) 工事請負業者名、現場代理人名、連絡先 
(4) 建設発生土の運搬業者名 
(5) 建設発生土の受入先名（搬出先事業所名等）、住所 
(6) 建設発生土の発生場所から受入地までの運搬経路 
(7) 建設発生土の搬出時期（搬出期間） 
(8) 建設発生土の土質（砂、ローム等）、土量（    ３ｍ） 
 

11 公共建設発生土処分にかかる指定処分について 
(1) 受入場所 
・処分場等の名称：横須賀市久里浜港受入地（UCR） 
・場     所：横須賀市久里浜 8 丁目 2567 番地 62 久里浜港内 

(2) 受入条件 
・搬入不可日：原則として、土曜日・日曜日・祝祭日・旧盆・年末年始及び雨天日とする。 
・搬 入 時 間：原則 8:00～17:00 
・土 質 条 件：第 1 種～第 3 種建設発生土（改良土及び第 4 種建設発生土・泥土は受入不可）

最大粒径 100 ㎜以下の土砂であること。 
・搬 入 経 路：一部通行禁止の区間あり 
・受 入 費 

 
  ほぐし土量 1.0ｍ３ 当たり（税別）    ３，３１０円 
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※整理券発行枚数は、原則として搬入対象ほぐし土量を使用車種別に積載土量（ほぐし）で除

し、少数以下を切り上げた整数枚とする。 
ただし、現場から発生する土砂の単位体積重量が、1.8t/m3と著しく異なることにより、これ

によりがたい場合は監督員と協議することとする。 
(3) 請負人は、自ら選定した仮置場に建設発生土を搬入する場合は、事前に監督員と協議する 
こと。 

 
12 公共建設発生土処分にかかる確認処分について 

(1) 請負者は、再生資源の利用促進に関する法律に基づき、当該現場から発生する建設発生土

の利用促進に努めなければならない。 
(2) 請負者は、関係法令を遵守し、安全性等を勘案のうえ、自らの責任において受入先を選定

し、適切な施工を確認しなければならない。 
(3) 請負者は、自ら選定した受入地に建設発生土を搬入する場合は、事前に監督員に届け出な

ければならない。 
(4) 請負者は、別添「建設副産物実態調査に係る特記仕様書」に基づき再生資源利用促進計画

書及び再生資源利用促進実施書を提出すること。 
 
13 処理計画書の提出について 

「神奈川県土砂の適正処理に関する条例」（平成 11 年 10 月 1 日施行）により、建設工事に

伴い発生する土砂を建設工事の区域から 500   ３ｍ以上搬出する場合は、監督員と速やかに協議し、

処理計画書を県知事あてに提出すること。 

 

14 工事コストの表示について 

契約金額（当初契約）が 1000 万円以上の工事は、工事標示板に工事請負額を表示するもの

とする。表示方法等の詳細は、監督員と協議の上決定するものとする。 

 
15 舗装版切断時に発生する濁水の処理について 

(1) 処理方法 
舗装版切断作業時に発生した濁水については、産業廃棄物の汚泥として処理すること。 
 

車  種 積載土量(ほぐし) 備   考 

2ｔ車    1.33 ｍ３  

3ｔ車    1.99 ｍ３ 土砂の単位体積重量は、 
1.8t/m3として計算 

4ｔ車    2.66 ｍ３  

10ｔ車    6.66 ｍ３  

9
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(2) 条件 
請負者は、産業廃棄物の汚泥の処分業許可を得ている業者と委託契約を締結しなければな

らないものとする。 
また、請負者が、自ら運搬を行う場合を除き、産業廃棄物の汚泥の収集運搬業許可を得て

いる業者と委託契約を締結しなければならないものとする。 
(3) 提出書類等 

請負者は、施工計画書に舗装版切断時に発生する濁水の収集・運搬・処分に関する計画書、

請負者と処分業者とで締結した委託契約書の写し及び処分業者の許可証の写しを添付するこ

と。 
また、請負者が濁水の収集運搬を委託した場合は、請負者と収集運搬業者とで締結した委

託契約書の写し及び収集運搬業者の許可証の写しを添付すること。 
なお、請負者は、産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）又は電子マニフェストにより、適

正に処理されていることを確かめるとともに、監督員に提示しなければならない。 
(4) その他 

上記内容について疑義が生じた場合は、別添監督員と協議するものとする。 
 
16 無石綿（アスベスト）化への対応について 

使用する建材は、石綿を原材料としていないものを用いて施工すること。 
また、下請負者を使用する場合は、同様の内容を周知し、徹底を図ること。 

 
17 植栽樹木の枯れ補償について 

植栽樹木等が工事完了引渡し後 1 年以内に植栽した時の状態で枯死又は形姿不良（枯枝が樹

冠部のおおむね 3 分の 2 以上となった場合又は通直な主幹をもつ樹木については、樹高のおお

むね 3 分の 1 以上の主幹が枯れた場合をいい、確実に同様の状態となると想定されるものを含

む。）となった場合には、請負者は当初植栽した樹木等と同等又はそれ以上の規格のものに植

替えるものとし、樹木等の枯死、又は形姿不良の判定は発注者と請負者とが立会いのうえ行う

ものとする。 

ただし、暴風，豪雨，洪水，高潮，地震，地すべり，落盤，騒乱，暴動等の天災などにより

流失，折損，倒木した場合はこの限りでない。 

なお、植替え時期については発注者と協議するものとする。 

この契約でいう樹木等とは「樹木，地被類」とする。 

 

18 下検査の実施について 

土木部では、請負金額 500 万円以上のものは下検査を実施するものである。必要となる書類

は監督員の指示により、しゅん工前に提出すること。 
 
 
 
 

10



Ver.3-2 

19 屋外広告物（屋外に設置される公共サイン等）について 

屋外広告物の設置は、横須賀市屋外広告物条例第 26 条の 3 に規定する屋外広告業者登録簿に

登録されていること又は、同条例第 28 条の 6 第 8 項に規定する特例屋外広告業者届出簿に記

載があること。 
 

20 補助・単独合併工事に関する提出書類の作成について 

本工事は国の交付金による工事（以下補助工事）及び市の単独費用による工事（以下単独工

事）から成る合併工事である。 
工事設計書の区別に従い、工事写真については補助工事分及び単独工事分を、それぞれ別冊

として作成すること。 
また、施工計画書並びに材料承認願等に記載する内容についても工事区分が判別できるよう

記載するものとする。 
上記詳細については、別途監督員の指示による。 

 
21 マンホール蓋等調整工事について 
  本工事範囲には、横須賀市上下水道局所管の下水道施設（マンホール蓋等）があり、工事実

施にあたっては、マンホール蓋等の調整が必要となる。 
そのため、本工事契約後には横須賀市上下水道局発注のマンホール蓋等調整工事を受注者と

随意契約を交わし、本工事と併せて実施する予定である。 
 
22 しゅん工検査時に必要な書類について 

  横須賀市ホームページ＞市政情報＞入札・契約・検査＞検査情報＞土木工事関係書類一覧表

（H30.4.1 時点）を参照し作成すること。 

上記一覧表以外の書類については監督員の指示によるものとする。 

 
23 ゴム製品等の品質確認等 
  受注者は、東洋ゴム化工品(株)、ニッタ化工品(株)で製造された製品や材料（以下、ゴム製品

等とする。別表参照）を用いる場合には、同社が製造するゴム製品等に対して受注者が指定し

た第三者（東洋ゴム化工品(株)、ニッタ化工品(株)と資本面・人事面で関係がない者）によって

作成された品質を証明する書類を提出し、監督職員の確認を得るものとする。 
  なお必要な品質証明書は、以下の試験及び検査において、製品に応じて必要な規格について

取得するものとする。 

試験名 計測項目 

通常状態での試験（常態試験） 硬さ、比重、引張強度、伸び 

熱老化試験 熱老化前後での変化率（硬さ、比重、引張強度、伸び） 

圧縮永久ひずみ試験 圧縮による残留歪み 

製品検査 外観、寸法、性能 
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24 ゴム製品等の品質確認をした場合における瑕疵担保の取扱い 
  第三者による品質証明書類を提出し監督職員の確認を得た場合であっても、後に製品不良等

が判明した場合に受注者の瑕疵担保責任が免責されるものではない。 
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横須賀市土木部河川・傾斜地課

設　計　図
工事名称

図面名称

課長

縮尺

係長 設計

令和 元年 ７月　日設計 図面番号 の第　号

１　枚の内　１

小田和川管理用通路整備工事
位置図・平面図・標準横断面図

各　記構造図

6
7



小田和川管理用通路整備工事

横須賀市太田和４丁目2225番地先から2565番地先まで

１  ：  ２５００

位　　置　　図

縮 尺

記 号

制 定 年 度

施　工　箇　所

6
8

t5670
テキスト ボックス
A3→A4




町内会館

川崎橋

制 定 年 度１ ： ５００

記 号

縮 尺

平　面　図（１）

透水性アスファルト舗装工(表層工：As開粒度 t=4cm、路盤工：RC-40 t=10cm、フィルター層：砂 t=10cm）ℓ=128.3ｍ w=1.00～2.50ｍ a=207.9㎡

工
事

起
点

 
A
_
N
o.
0

舗装工 A=984.5㎡  付帯工 1式

小田和川管理用通路整備工事　工事延長 457.5ｍ　幅員 0.0～5.05ｍ

A
_
N
o
.
8
+
1
7
.1

A_No.0

A_No.1

A_No.2 A_No.3

A_No.4

A_No.5

A_No.6

A_No.7 A_No.8

A_No.8+17.1

透水性アスファルト舗装工

防草土舗装工

凡　例

防草土舗装工(表層工：防草土舗装 t=4cm、路盤工：RC-40 t=10cm）ℓ=43.8ｍ w=0.0～1.75ｍ a=67.4㎡

6
9

t5670
テキスト ボックス
A3→A4




制 定 年 度１ ： ５００

記 号

縮 尺

平　面　図（２）

川崎橋

保育園

1́

1

鶴巻田橋

北武太田和線

1́

1

B
_
N
o
.
0

舗装工 A=984.5㎡   付帯工 1式

小田和川管理用通路整備工事　工事延長 457.5ｍ　幅員 0.0～5.05ｍ

透水性アスファルト舗装工(表層工：As開粒度 t=4cm、路盤工：RC-40 t=10cm、フィルター層：砂 t=10cm）ℓ=285.4ｍ w=0.9～5.05ｍ a=709.2㎡

工
事
終
点
 B
_N
o.
14
+5
.4

透水性アスファルト舗装工

防草土舗装工

凡　例

B_No.0

B_No.1

B_No.2

B_No.3

B_No.4

B_No.5

B_No.6

B_No.7 B_No.8

B_No.8

B_No.9

B_No.10

B_No.11

B_No.12

B_No.13

B_No.14

B_No.14+5.4

車止め 5基

車止め 3基

7
0

t5670
テキスト ボックス
A3→A4




制 定 年 度１ ： ５０

記 号

縮 尺

標準横断面図

1500

路盤工：RC-40 　　　　t=10cm

表層工：防草土舗装工　t= 4cm

A_No.1付近

2050

路盤工：RC-40 　　  t=10cm

表層工：As開粒度　  t= 4cm

フィルター層：RC-10 t=10cm

A_No.6付近

2900

路盤工：RC-40 　　  t=10cm

表層工：As開粒度　  t= 4cm

フィルター層：RC-10 t=10cm

B_No.4付近

1
8
5

500

既設汚泥圧送管φ250 

人力掘削

7
1

t5670
テキスト ボックス
A3→A4




 ステンレス（φ101.6×H850×t2.0）

 取外し式（蓋・南京錠付）

 反射テープ

車　止　め

　　　　　　材料表

　車止め　　　  基礎材　　　　 小型ｺﾝｸﾘｰﾄ　 小型型枠　　　　　ｽﾃﾝﾚｽ　　

　　　　　  RC-40　t=100㎜　　 　 18-8　　　　　　　　 φ101.6×H850×t2.0

 　(本)　　（ｍ2） 　（ｍ3）　   （ｍ3）　 　(ｍ2)　　 　　　取外し式

　 1.0　　　0.090　　 0.009　　　  0.025　　　0.360　　　 蓋･南京錠付

1
00

2
50

4
003
00

8
50

1
1
00

□300

　　　　　　　　車止め　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1基当り

備　考

車止め構造図

縮 尺

記 号

制 定 年 度１ ： ２０
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